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論文内容の要旨
本論文は.社会主義計画経済から出発しつつ.1978年末以降改革関欣政策を展開し，社会主義if場経済
という厩史的実験を試みている中国において，労働条件決定システムがどのような発展をとげてきたかを
分析し今後の謀題を析出する ζ とを試みたものである。
まず第一章では， 19，19年革命によってその条件が形成され， 1956年頃にほぼ完成した計画経済下の労働
条件決定システムが検討される。そこでは.とりわけ単位制度と結び、ついた刷定工制度の特徴，そこにお
ける工会(労働組台)の役割，そしてこうしたシステムがもたらした手屑が詳細に分析される。
第一章は，改午:開放政策が実施された1978年から現在まで，とくに「社会主義市場経済Jの決議がな怠
れた1992年までの中国の労働条件決定システムの動態が検討対象とされる。労働条件決定システムとの関
係でとくに重要なのは，党委員会指導制から工場長責任制への発展の過程，そして固定正中心から契約工
中心の体制(契約自由を前提ーとする〉へと転換する過程である。
第五章は.現代中国の労働法制がとくに19'1年の「労働法」を中心として分析される。そこでは， 1:L本
の労働蔦準法と比較しうる強行法規の体系，労働契約や解属をめぐる比較的詳細な法制.就業規則や労働
協約の特徴とそれらに関する法的規棋の実情.工場委員会や職工代表大会の意義などが克明に分析されるむ
こうした検討を通じて，われわれは，中1+-1の労働法制および労働条件決定システムが，社会主義市場経済
を背景として，一定程度資本主義社会のそれに近似しつつあることを知ることができる。
第内章では，それまでの叙述が総括され，今後が展望される。そこではまず，社会主義市場経済が，社
会主義 idj場符消」として資本主義に近似しつつある一方で，なお凶有，公有を基本的に維持している点
で「社会主義」市場経済であることが強調される。そのことは，法的には，労働者が3つの要素をもつこ
とにつながっているのすなわち，現存.の中国においては.労働者は，まず第一に国家の主人であり，第二
に企業の主人であり，第二に企業の労働者である。こうした計会主義市場経抗の両義性およびそれを背景
とする労働者像の分裂は，労働条件決定システムそのものをきわめて複雑かっ流動的なものとしている。
こうした状況のなかで，市場統済の負の側面(たとえば解雇自由)のみが労働者に襲いかかることをいか
にして防ぐのか，いかにして人民がともに豊かになるという社会主義の理念を活かしつつ，自由な経済の
発展を実現するのか.が今後の最大の課題であり，そのためには労働条件決定システムにおいても労働者
権の確立が不可欠である，というのが劉波氏の到達した結論である。
論文審査の結果の要旨
近年.中国経済への関心の高まりを反映して，中国の労働関係および労働法について，ある程度の紹介
がなされるようになってきている。しかしそれらは未だきわめて概括的かもしくは断片的であり，労働
条件決定システムや労働法に関する本格的な研究はまだ存在しないといって過言ではない。劉波氏の研究
は，社会主義市場経済という歴史的実験を進めつつある中国における労働条件決定システムや労働法を歴
史的かっ体系的に僻服しようとする，きわめてスケールの大きい問題意識に発する研究であり，中国労働
法研究の発展に寄与するところ少なくないものと考えられる。
とりわけ，計画経済下の国営企業の中心的震用形態である固定t制度と，その背呈をなすー揮の生活共
同体としての単位制度の詳細な分析は， 30年あまり中国の実態を体験した研究者でなければ論じられない
具体性と説得力をもっている。なかで‘も，労働者，工場長，職工代表大会，工会，そしてそれらすべての
要素に規定的影響を及ぼしている党委員会を含めた工場組織の構造分析は貫重である。
また，中凶の社会主義市場経済のなかで，固定工制度が後退し，契約工が中心となっていく過程の分析，
1994年労働法の内容紺介，工会や労働協約制度の実態把握は適切であり. いずれも貴重な情報を提供して
いると評価しうる。
さらに，中凶では，両義牲をもっ社会主義市場経済の展開のなかで，労働者に対する従来の一一単位制
度を前提とした一一労働条件保障・社会保障制度が崩i要するー方，新たな保障制度が未だ確立されていな
いところに一種の空隙が生じているが，こうした現状に鑑みると，市場終済のなかに社会主義中国の理念
をふまえた規制システムを確立することが急務であり，その際とりわけ労働者権の碓立が重要であり， と
の指摘は説得力に富むものといえる。それはまた，グローパル化時代の市場原理全義の横行に対する鋭い
f比宇IJともなっているo
本論文は，以上のようにきわめてスケールのー大きい問題意識にもとづく研究であるが.その裏面として，
叙述の体系的整合性に若干の問題を残している。とくに，第四章最後の労働者権に関する叙述は，著者の
問題怠識は開解できるものの，その内容向休が不卜分であるうえ，それ以前の叙述との関連性が不明確で
ある。ダイナミックに展開する中国の労働関係と労働法を体系的に把握すること自体がきわめて困難であ
ることは理解しうるが，その完成度という観点からして本論文が問題を残していることは指摘しておかね
ばならない。また，労働条件決定システムの法的分析が必ずしも十分でないことも，本論文の問題点とい
える。
しかしながら.木研究は，中国の労働関係と労働法に関する膨大な中国文献と日本語文献を渉猟し，独
自の観点から体系的な日本語論文にまとめあげた労作であり，それは上記の問題点にもかかわらず，なお
劉波氏が.この分野について白立した研究者としての研究能力およびその基礎となる学識を有することを
証明するものであると認められることから，博上の学仲を授与するに柄ーするとの結論に達した次第である。
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